別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　　項：労政費　　目：雇用促進費
	事業名:地域若者サポートステーション事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　雇用対策担当　電話番号：058-272-1111（内　3125）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：4,200千円（前年度予算額：4,200千円）

	事業内容


	１　事業の内容


(1)岐阜県若者サポートステーション事業

　平成18年度から厚労省の委託事業として、地域における若年無業者等の職業的自
立に向けた支援を行うため、「地域における若者自立支援ネットワーク整備事業」を
実施し、その拠点である「地域若者サポートステーション」を全国に整備している。
　岐阜県においては、平成20年5月に「岐阜県若者サポートステーション」を設置
しており、厚労省が相談員(キャリアカウンセラー)の人件費・一般管理費などの基
盤事業を負担し、一方、県は、臨床心理士によるメンタルカウンセリグや職業意識
啓発事業の経費を負担している。

①メンタル・カウンセリング

・臨床心理士１名を配置し、精神的・心理的に課題を抱える者に対し、メンタ

ルカウンセリング（週１日）の実施。
②職業意識啓発事業
・就労スキルアップセミナーなどの職業意識啓発事業の実施。
　　　　・保護者向けの勉強会の実施
　　・県内各地における巡回相談会の実施　など
 (2)岐阜県若者自立支援ネットワーク推進会議事業 
　　　若年者支援を行う関係機関から構成する連携会議を設置し、若年者自立支援のノ

ウハウの集約、情報共有を行い、支援対象者を適切な機関への誘導などを行う。

・会議費、委員報酬費、旅費　等
	２　所要経費


　(1)岐阜県若者サポートステーション事業　　　　　4,127千円
(2)岐阜県若者自立支援ネットワーク推進会議事業　   73 千円

	これまでの取組と成果


　

	１　長期構想上の位置付け


Ⅲ　誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり

１　若者が力を発揮できる地域をつくる

ハローワーク、若者サポートステーションなど、関係機関を有機的に機能をさせ、若者失業者やフリーター・ニートに対する就職支援を行う。

	２　これまでの取組状況


・　ニート等若年無業者の職業的自立を支援するため、国の委託事業(基盤事業)を活用するとともに、若者の自立を支援する関係機関のネットワークを活用した上で、若者個人の状況に応じた就労支援のほか、心理・精神面も含めた細かな支援を行うことができた。
・　利用実績については、以下のとおり。
	
	平成21年度
	平成22年度
	平成23年度

	新規登録者
	230人
	250人
	151人

	延べ利用者数
	4,210人
	4,519人
	3,159人

	相談件数
	2,072件
	2,034件
	1,244件

	進路決定者数
	96人
	97人
	66人

	　うち就職決定者数
	　　　  79人
	71人
	51人


　　　　※平成23年度については、9月末時点のもの
　　　　※延べ利用者数には、保護者などの同行者を含む

　

	３　これまでの取組に対する評価


・　ニートと呼ばれるニートと呼ばれる若年無業者が増加し、全国におけるニート状態の若者は、総務省の統計によると、平成20年度（直近）のデータでは約64万人であり、ここ数年高止まりが続いている。（出所：総務省統計局「労働力調査」）
　  　なお、岐阜県におけるニート数は、平成19年度(直近)において7,500人と推計さ
れている。（出所：総務省「就業構造基本調査」）
　　　この状況を放置すれば、所得格差の拡大、少子化の加速による将来の財政負担増
が懸念されるため、ニート対策は継続していく。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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支出金
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